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はじめに 

 

１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定 

新型インフルエンザは，鳥・豚・人などのインフルエンザウイルスが種を超えて感染

し合うことにより遺伝子交雑等が繰り返され，ウイルスが変異する中で，新たな人イン

フルエンザウイルスが発生するもので，ほとんどの人が新型のウイルスに対する免疫を

獲得していないことから，ひとたび発生すると，過去の例からも世界的な大流行（パン

デミック）となり，大きな健康被害とこれに伴う社会的影響をもたらすことが懸念され

ている。 

また，新型インフルエンザ以外の新感染症においても，その感染力の強さが新型イン

フルエンザと同様に社会的影響が大きいものも発生する可能性があり，これらが発生し

た場合には，新型インフルエンザと併せて国全体が危機管理として対応する必要がある。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下「特措法」と

いう。）は，病原性が高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新感染症が発生し

た場合に，国民の生命及び健康を保護し，国民生活及び経済に及ぼす影響を最小とする

ことを目的に，国，地方公共団体，指定（地方）公共機関，事業者等の責務，新型イン

フルエンザ等の発生時における措置及び新型インフルエンザ等緊急事態措置等の特別の

措置を定めたものであり，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号。 以下「感染症法」という。）等とあいまって，国全体として

万全の態勢を整備し，新型インフルエンザ等への対策の強化を図るものである。 

 

２ 国における取組の経緯 

  国では，新型インフルエンザ対策について，平成１７年，「世界保健機関（ＷＨＯ）

世界インフルエンザ事前対策計画」に準じて「新型インフルエンザ対策行動計画」を策

定し，その後，平成２０年には「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律及び検疫法の一部を改正する法律（平成２０年法律第３０号）」により強化を図り，

平成２１年２月，新型インフルエンザ対策行動計画を改定した。 

同年４月，新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）が発生して世界的大流行となり，我

が国でも発生後１年余りで約２千万人が罹患したと推計されたが，入院患者数は１．８ 

万人，死亡者数は平成２２年９月末現在で２０３人，死亡率は０．１６（人口１０万対）

と，諸外国と比較して低い水準にとどまった。この際の対策実施を通じて，実際の現場

での運用や病原性が低い場合の対応等について多くの知見や教訓が得られた。 

病原性が季節性並であったこの新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）においても，一

時的・地域的に医療資源・物資のひっ迫などもみられ，病原性が高い新型インフルエン

ザが発生し，まん延する場合に備えるため，過去の教訓を踏まえつつ，対策の実効性を

より高めるための検討を重ね，平成２４年５月，病原性が高い新型インフルエンザと同
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様の危険性がある新感染症も対象とする危機管理の法律として，特措法が成立されるに

至った。 

 

３ 国及び東京都における行動計画の策定 

  特措法に基づき，国では平成２５年６月に「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」

（以下，「政府行動計画」という。）を，東京都では平成２５年１１月に「東京都新型

インフルエンザ等対策行動計画」（以下，「都行動計画」という。）を策定した。 

 

４ 新たな調布市行動計画の作成 

  特措法の施行以前，調布市（以下，「市」という。）では，Ｈ５Ｎ１型鳥インフルエ

ンザが新型インフルエンザに変異することを念頭に置き，平成２２年３月に「調布市新

型インフルエンザ対策行動計画」を，平成２４年３月には「調布市事業継続計画＜新型

インフルエンザ編＞」を策定するなどして新型インフルエンザの発生に備えてきた。 

平成２５年４月に施行された特措法では，新型インフルエンザ対策の強化が図られる

とともに，その他の新感染症も対象に含められるなど，新型インフルエンザ対策の大き

な転換期となった。 

これにより，住民へのワクチン接種が市町村の役割として法定化されたほか，それま

で任意とされてきた市町村行動計画についても策定が義務付けられた。 

   

新型インフルエンザ等対策特別措置法（抜粋） 

（市町村行動計画） 

第八条 市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等

対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を作成するものとする。 

２ 市町村行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項 

二 市町村が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等に関する情報の事業者及び住民への適切な方法による提供 

ロ 住民に対する予防接種の実施その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止に関する措

置 

ハ 生活環境の保全その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置 

三 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

四 新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連携に

関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策に関し市町

村長が必要と認める事項 

３ 市町村長は、市町村行動計画を作成する場合において、他の地方公共団体と関係がある事項を

定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴かなければならない。 
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４ 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、都道府県知事に報告しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定により報告を受けた市町村行動計画について、必要があると認め

るときは、当該市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

６ 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報告するとともに、

公表しなければならない。 

７ 第六条第五項及び前条第七項の規定は、市町村行動計画の作成について準用する。 

８ 第三項から前項までの規定は、市町村行動計画の変更について準用する。 

 

 

本計画は，特措法第８条第１項で規定する「市町村行動計画」にあたるもので，本行

動計画の策定をもって従前の「調布市新型インフルエンザ対策行動計画」（平成２２年

３月策定）は廃止する。 

また，新型インフルエンザ等対策は，持続可能な市政経営を目指すことを目的とした

「行革プラン２０１３」の取組の一つとして位置づけられている。 

  


